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は じ め に
１９４４年末、ヴェトナム１） に３０歳の補充兵２） 
としてやってきた経済学史研究者小林昇は、つ
ぎのように書き記している。
　
「ソンコイのデルタの南端にあるナムディ
ンの町は、トンキンではハノイ、ハイフォ
ンにつぐ都会である。わたくしはサイゴン
からここまでたどりついたとき、猛烈な飢
饉の惨状にいきなり出くわした。四方から
流れついた農民の家族たちが、文字どおり
骨と皮だけになって、街路に斃死してゆく
のである。それは栄養失調の死ではなくて
絶食の死であった。息をとめた夫の躰にす
がって妻や子の哭いている歩道を、幾時聞
かしてまたもどってくると、妻のほうもも
う生命のしるしがかすかになっているとい
うような、やがていたるところで接しなけ
ればならなくなる光景に、わたくしははじ
めて接したのであった。市の大八車が、路
上のそういう死者たちを積み上げて、屍臭
をふりまきながら焼場へ運んでゆく。その
車には、まだたしかに息のかよっていると
思われる躰も積み込まれていた（下線―田
渕）」３）
　
このような惨状を呈したヴェトナムの餓死者
数は２００万人といわれている。この２００万人とい
う数字が正確なものではないことは確かだが、
この数字は、日本軍の存在を一因として、ヴェ
トナム人餓死者が確実に発生したことを示して
いる。餓死者発生のピークは、１９４４年暮れから
１９４５年春にかけてであった。もちろん１９４５年の
米穀の収穫があるまでこの状態はつづいてい
く。日本の敗戦後は、こうした状態に加えて、
「北部ヴェトナムはヴェトミンと中国軍と、や
がては少数ながらフランス軍とが入りまじると
いう、不安定な情況」４） も発生する。不安定な
情況のなかで敗軍の撤収作業が敢行されていく
ことになった。
連合軍により指定された場所への旧日本軍の
集結の模様を、小林昇はつぎのようにも書いて
いる。
　
「仏印派遣軍はヴェトナムの飢饉をよそ
に、この飢饉の原因の一つともなりなが
ら、糧秣を貯えていて、それを後生大事に
運んで歩いた。わたくしも長い距離を蟻の
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日本によるヴェトナム経済支配の実像
―岩武・立川両氏の批判に応えて―
　
田　渕　幸　親
　
概　要
日本によるヴェトナム経済支配の様態には不明な個所も多く、とかく議論がイデオロギーに流されや
すい。そうした傾向性に終止符を打つことが目下もっとも肝要だろう。実証に即して第二次大戦期日本
のヴェトナム経済支配の実像を素描した。
キーワード
餓死者、ヴェトナムの土地所有形態、為替清算制度、援蒋ルート遮断
ように米の袋やカンパンの箱を背負って移
動した」５）
　
旧日本軍の背負って歩いた食糧は、日本が
ヴェトナムに足を踏み入れなければ、ヴェトナ
ム人の飢えをしのいだはずである。このように
して発生した２００万人の餓死は「今世紀最悪の悲
劇」６） といっていい。日本とヴェトナムの研究
者による餓死問題の合同調査が１９９０年代になっ
てやっと着手された。当初筆者もこの合同調査
の調査委員であったが、いかなる機関からの援
助も期待できないこの種の調査は、当時定職を
得ていなかった筆者にとって経済的負担がきわ
めて大きかった。断腸の思いで委員を辞し、調
査結果のみを待ちつづけた。その調査結果は、
Van Tao va Furuta Motoo, bien soan, Nam 
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表１　２３カ村における餓死の実態
死亡率餓死者村落総人口村落名（45年当時の省名）
12.501621,300カーリー（バクザン）
25.253721,473ズォンフック（バクニン）
8.3736430ニュオンバン（カオバン）
27.14177652ラケバック（ハドン）
45.646381,398ビンチュン（ハナム）
9.742342,401コビ（バクニン）
25.34147580ゾニャンハー（フクイエン）
11.062151,943タィックモン（ハティン）
14.603512,403ニュティン（ハイズオン）
24.3180329チライ（ハイフォン）
58.771,2062,052クアンムック（キエンアン）
18.752071,104イエンクアン（ホアビン）
22.73180792フォントン（フンイェン）
55.997811,395ドンコイ（ナムディン）
38.20189494タイイエン（ニンビン）
33.72293869ランチュン（ゲアン）
13.3870523フォンノン（フート）
43.136001,391トーグア（クアンビン）
13.251641,237カムフォ（クアンチ）
73.70382524ブイサー（クアンイエン）
43.079541,379ルオンフー（タイビン）
19.4766339ドンクアン（タイグエン）
19.012171,141トゥフー（タインホア）
28.157,36126,149合　　計
（単位：人、％）
古田元夫「ベトナム現代史における日本占領」倉沢愛子編『東南アジア史のなか
の日本占領［新装版］』早稲田大学出版部、２００１、p. ５１２. より作成。
Doi Nam 1945 o Viet Nam : Nhung Chung Tich 
Lich Su（ヴェトナムにおける１９４５年飢饉―歴史
的証拠―）, Vien Su Hoc, Ha Noi, １９９５、という
書籍となって刊行された。
いくつかの村落についての聴き取り調査が実
施された。ピンポイント調査ではあるが、その
調査によって明らかとなったのは、２００万人に
ほぼ近い厖大な餓死者の実在であった。Van 
Tao氏は、Nam Doi Nam 1945 o Viet Nam : Nhung 
Chung Tich Lich Su で餓死者数を１９７万人と推計
している７）。表１にみられるように、個々の村
により死亡率に開きがあるのは、その村の存在
位置が天候・気候の影響を受けやすいかどう
か、副業や土地所有形態を含む社会構造のあり
方がどのようだったかなどに起因する。しか
し、総じて餓死発生地域人口の３割程度の人び
とが餓死せざるをえない運命にあったことが示
されているのである。
Ⅰ　ヴェトナムの社会経済構造
さてわれわれは、ヴェトナムの社会経済構造
の内部にも眼を向ける必要がある。それは、
ヴェトナムの社会経済構造の理解があってはじ
めて餓死者発生の事実が納得されると考えられ
るからである。
 北圻 （トンキン）では、土地は細分化されて
バッキー
おり、そのため零細農が非常に多い。P. グルー
の調査によれば、表２および表３のように、バ
クニン Bac Ninh 省５村における土地所有状況
はきわめて零細な規模であることがわかる。ほ
とんど８割の農民が０.５４ヘクタール以下の水田
しか所有していないし、０.１８ヘクタール以下の
所有地しかない零細農も６割を越えている。ほ
とんどの農民がぎりぎりのところで生きていた
ことがうかがえるのである。表４にみられるよ
うに、Y. アンリーの調査でもそのことを確認
できる。
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表２　バクニン Bac Ninh 省５村における土地所有
計NghiaChiLac ThoAi MoGia ThuyThuongCat
2,179277799472328303登録者総数
1,444241423352211217男性土地所有者
2184557692819女性土地所有者
7353637612011786非土地所有者
1,053121286328164154　　 ～0.18ha
21040614625380.18～0.36
11225322314180.36～0.54
69162688110.54～0.72
54141551190.72～0.90
3011141310.90～1.08
4417133741.08～1.44
3114131211.44～1.80
27186211.80～2.52
2179322.52～3.60
1135123.60～
（単位：人）
原注：登録者とは、１８歳から６０歳までの課税対象者のことである。
Pierre Gourou, Les paysans du Delta Tonkinois, Paris, １９３６, p. ３５９. より作成。
北圻（トンキン）の極端に細分化された土地
は、農民所有地の切り売りを可能としていった
し、切り売りの実施によりいっそう土地が細分
化していったともいえる。もちろん土地面積の
小さいことには水田稲作特有の理由がある。土
地の水平化と灌漑が容易であるというのがその
理由である８）。そうした小片の土地所有者であ
る零細農の運命がどのようなものかは、つぎの
ような記述で明らかとなる。
　
「フンイェン Hung Yen 省では、毎年の洪
水が過去６年間収穫を荒廃させ、零細農を
落胆・零落させた。負債を負ってしまった
彼らは、所有する稲田をその価値（１モウ
＝約１００ピアストル）よりかなり低く、１モ
ウ当たり１０ないしは２０ピアストルで高利貸
しに、買い戻し契約付きで売らざるをえな
かったのである。このようにして高利貸し
は土地を収奪したが、通常彼らは、その土
地の所有者を分益小作農として、あるいは
災害の負担を免れるために小作農としてお
いた。ということは、零細農たちは単に所
有地を失ったのみにととまらず、その土地
の耕作を継続するところとなり、その土地
の所有者となった高利貸しに年１０ピアスト
ルの地代を支払わなくてはならなくなった
ことを意味する。こうして高利貸しは年平
均１０割近くの利益を産みだした。１９３０年初
めのフンイェン Hung Yen省庁の示した数
字はそのことをよく物語っている。
各村落の住民が高利貸しによって収奪さ
れた総土地面積は、１５,０００モウであり、こ
れはヴァンラム Van Lam 県総耕地面積の
６分の１、ミハオ My Hao 府で１０分の１、
アンチ An Thi 県で４分の１、フーキュー 
Phu Cu 県で８分の１に相当する。零細農
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表３　バクニンBac Ninh 省５村における土地所有構成比
計NghiaChiLac ThoAi MoGia ThuyThuongCat
2,179277799472328303登録者総数
1,444241423352211217男性土地所有者
2184557692819女性土地所有者
1,662289480421239236土地所有者合計
63.3641.8759.5877.9168.6265.25　　～0.18ha
12.6413.8412.7110.9310.4616.100.18～0.36
6.748.656.675.465.867.630.36～0.54
4.155.345.421.903.354.660.54～0.72
3.254.843.131.194.603.810.72～0.90
1.813.812.920.241.260.420.90～1.08
2.655.882.710.712.931.691.08～1.44
1.874.842.710.240.840.421.44～1.80
1.626.231.250.480.421.80～2.52
1.262.421.880.710.842.52～3.60
0.661.041.040.240.843.60～
（単位：人、％）
表２および Pierre Gourou, Les paysans du Delta Tonkinois, Paris, １９３６, p. ３５９. より作成。
が土地を喪失してしまった村の数は、上記
４府県において、稲田の半分を失った村
１５、４分の３を失った村１１、稲田のほとん
ど全部を失った村７であった」９）
　
このように、北圻（トンキン）の零細農は債
務奴隷への道を歩む運命を背負っていたといっ
て過言ではない。P. グルーが指摘しているよ
うに、零細農の「債務奴隷の足跡」１０） を上記引
用文があらわしているといえる。零細農のばあ
い、きわめて小規模な耕作面積であるから、通
常家族労働で事足りる。こうした零細農が債務
奴隷化したばあい、一家族全員が債務奴隷と化
することを意味しているといわざるをえない。
P. グルーは、
　
「小土地所有者は、自分の所有地を自分で
耕作し、他人の労働を必要としない。実際
に１モウの稲田は約７０労働日を必要とす
る。したがって、１ヘクタール当たり約
２００労働日となる。二期作、あるいは畑作
を行うばあい、１年にその倍の４００労働日
が必要となる。小土地所有者（１ヘクター
ル程度）にとって最大限の面積を耕作する
にしても家族労働で充分である」１１）
　
と言っているし、
　
「所有地面積がどうであろうと経営様式は
つねに同一である。それは通常、自己の家
族労働力をもちいて、経営者自身が営む小
規模経営である。大規模経営は一般化して
いない。大土地所有者であっても、自分の
土地を多数の小作地に分割し、それらを農
民に貸し付ける。農民は小土地所有者であ
るかのように家族労働力でこれを耕作す
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表４　北圻（トンキン）における水田面積
１区画最大面積１区画最小面積１区画平均面積省　　　　名
0.43（Lucnam 県）0.08（Vietyen 県）0.17Bacgiang
0.10（Gialam 県）0.058（Tuson 府）0.078BacNinh
0.18（Hoanlong 県）0.066（Thanhtri 県）0.094Hadong
0.12（Thanhha 県）0.05（Thanhliem 県）0.08Haiduong
0.13（Lynhan 府）0.09（Binhluc 県）0.10Hanam
0.12（Kimdong 県）0.05（Vanlam 県）0.086Hungyen
0.35（Haian 県）0.107（Thuynguyen 県）0.135Kienan
0.31（Haihau 県）0.08（H.Vuban 県）0.17Namdinh
0.201（Kimson 県）0.073（Yenmo 県）0.108Ninhbinh
0.17（Kimanh 県）0.07（Donganh 県）0.10Phucyen
1.23（Thanhthuy 県）0.07（Hactri 県）0.11Phutho
0.21（Batbat 県）0.05（thach-that 県）0.11Sontay
0.24（Tienhai 県）0.09（Hungnhan 県）0.11Thaibinh
0.10（Phoyen 府）0.04（Phuluong 県）0.06Thainguyen
0.13（Binhxuyen 県）0.06（Yenlac 県）0.09Vinhyen
（単位：ha）
出所：Yves Henry, Economie agricole de l’Indochine, Hanoi, １９３２. 邦訳『仏領印度支那の農業経済上 』東
亜研究所、１９４１. p. ８８.
る。通常その経営面積は、５０アールと１ヘ
クタールの間である」１２）
　
と観察している。したがって、北圻（トンキン）
の農家一戸当たりの耕作面積はきわめて小規模
であり、収穫物のほとんどすべてを地代として
差し出さねばならないこともあった。こうした
農民たちにあっては、彼らの生産目的はもっぱ
ら家族消費のためのみに集中する。自給自足的
農業経済構造として特徴づけられるのが北圻
（トンキン）型農業といえる。
これに対して、 南圻 （コーチシナ）では、農
ナムキイ
業経営規模（個々の農家の土地所有規模）が比
較的大きい。そのことを容易に推測させるの
は、Y. アンリーのもちいた土地所有規模の分
類基準である。Y. アンリーは、北圻（トンキ
ン）・中圻（アンナン）・南圻（コーチシナ）に
おける大土地所有・中土地所有・小土地所有の
それぞれの分類基準をつぎのように設定してい
る１３）。きわめて杜撰な数値であるが、北圻（ト
ンキン）および南圻（コーチシナ）について参
考までにそれぞれの構成比を付しておく。
　
北圻（トンキン）
　小土地所有（１.８ヘクタール未満）……９０％
　中土地所有（１.８～１８ヘクタール）……８％
　大土地所有（１８ヘクタール以上）……０.１％
中圻（アンナン）
　小土地所有（２.５ヘクタール未満）
　中土地所有（２.５～２５ヘクタール）
　大土地所有（２５ヘクタール以上）
南圻（コーチシナ）
　小土地所有（５ヘクタール未満）……７２％
　中土地所有（５～５０ヘクタール）……２６％
　大土地所有（５０ヘクタール以上）……２.５％
　
この土地所有規模分類基準によれば、北圻
（トンキン）・中圻（アンナン）・南圻（コーチ
シナ）の一戸当たり耕地面積規模の比率は、お
およそ１：２：３ということになろう。南圻
（コーチシナ）においては、Y. アンリーが書い
ているように、
　
「１ヘクタール未満の土地所有者および１
ヘクタールから５ヘクタールの土地所有者
を集計すると、小土地所有者の範疇は、平
均して土地所有者総数の７１.７％を占める
が、土地面積においては、稲田のわずかに
約１２.５％を占めているにすぎない」１４）
　
のである。したがって、北圻（トンキン）にく
らべると、南圻（コーチシナ）の農民たちの暮
らしには若干の余裕があるといえよう。産出米
を売却することを目的とした生産がとりおこな
われているのである。大規模輸出志向的農業経
済構造を特徴とするのが南圻（コーチシナ）型
農業としていい。
これが餓死者発生地域の情況であった。ここ
に日本軍の食糧調達行動が加わってくる。しか
もそれは、流通機構なかずく米穀輸出機構の統
制というかたちで、行われるのである。日本の
インドシナ進出を政治過程論の領域から論及し
た、白石昌也・古田元夫「太平洋戦争期の日本
の対インドシナ政策―その二つの特異性をめ
ぐって―」（アジア政経学会『アジア研究』第
２３巻　第３号、アジア政経学会、１９７６、pp. １
３７.）で用いられていた「寄生」という語を借
用し、筆者は日本のインドシナ経済支配を「寄
生的植民地化」と名付けた。白石・古田論文で
は、当該箇所はつぎのように記されている。
　
「仏印の既存の統治機構と軍隊を力づくで
排除した場合に生ずるであろう消耗と浪費
を回避し、既存の体制に寄生したまま、仏
印を日本軍の作戦、補給のための中継・後
方基地として確保し、同時に仏印資源を日
本の掌中に確保できる、仏印政権の温存と
いう政策はきわめて『合理的』であった 
（下線―田渕）」１５） 
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Ⅱ　岩武・立川両氏の批判
筆者が用いた「寄生的植民地化」という語に
対して不快感を表明したのは、岩武照彦氏で
あった。順序としては、岩武氏の批評について
先に記すべきだが、最近の立川京一氏による筆
者への批評に応える作業のなかで、岩武氏の筆
者への批評について言及することとしたい１６）。
立川京一氏は、『第二次世界大戦とインドシ
ナ─「日仏協力」の研究─』（彩流社、２０００）
において、日本のインドシナ進出を特徴づけ
て、日本とフランスが「協力」してヴェトナム
を協同統治したのであって自国にとってのみ都
合のいいような統治を行ったのではないとして
いる。立川氏は、あくまでも日本とフランスの
「協力」が問題なのであって、軍事進出さえも協
力行為として描こうと腐心している。こうした
認識のもとでは、餓死問題などは考慮の対象と
はなるまい。もっぱら軍事的・外交的視点から
の分析に終始するのは当然のことである。そう
した見解は軍事史もしくは外交史としてはそれ
なりに是認されうるかもしれないが、歴史認識
の構築のためには納得しがたい見解といえる。
立川氏の研究は、フランス語資料に基づき詳
細な検討を加えているという点で評価できるも
のの、その方向性において必ずしもすっきりと
した議論にはなっていない。それにはふたつの
要因が考えられる。ひとつは戦時中インドシナ
地域に駐留・駐在していた日本軍関係者や外交
官・商社員などの証言に依拠しようとした点で
ある。聴き取り調査はきわめて重要なことでは
あるが、戦時中インドシナ地域に駐留・駐在し
ていた日本軍関係者や外交官・商社員などの証
言には、ともすればノスタルジーのなかに逃避
する傾向性がある。この点の割引に成功してい
るとはいいがたい部分が存在していることが、
すっきりした議論を成立しにくくしているとい
えよう。ふたつめは、著者自身が認めているよ
うに、「協力」という語が不適切であり、その
不適切な「協力」という語に翻弄されている点
である１７）。この点に関しては、日仏二重支配の
性格を目的合理性の表れであり、きわめて「合
理的」な支配形態であるとした、さきの白石・
古田論文の議論のほうに説得力がある。「協力」
ではなく、日本の利害追求の結果生まれた支配
のかたちであるという認識こそ必要なのではあ
るまいか。
立川氏のなによりも大きな欠陥は、インドシ
ナに住む人びとの視点を欠いていることである
し、故藤田省三のことばを借りれば、「視覚的感
受性を具えた理性と判断力」１８） の欠如がはなは
だしいことである。語本来の意味を歪曲してま
でも証明したかったことは、いったい何なのだ
ろうか、理解に苦しむ。筆者の論文についての
立川氏の評価はつぎのとおりである。
　
「大戦中の日・仏間の経済関係については、
それが戦争遂行上、極めて重要であったに
もかかわらず、研究は少ない。白石の前掲
英語論文、「第二次大戦期の日本のインド
シナ経済政策」（『東南アジア―歴史と文化
―』第１５号、１９８６年５月）、「１９４０４１年 イ
ンドシナをめぐる日仏経済交渉―交渉に
臨んでの日本側の意図―」（『第二次世界大
戦とアジア社会の変容』大阪外国語大学ア
ジア研究会、１９８６年）、田渕幸親「日本の
対インドシナ『植民地』化プランとその実
態」（『東南アジア―歴史と文化―』第９号、
１９８０年２月）、「『大東亜共栄圏』とインド
シナ―食糧獲得のための戦略―」（『東南ア
ジア―歴史と文化―』第１０号、１９８１年６
月）が見られる程度である。これらが希少
価値を有する研究であることは間違いな
い。ただし、田渕論文に関しては、同論文
の分析対象である日・仏経済交渉に携わっ
た経験を持つ岩武照彦が批判しているよう
に、『どうも観念が先行して、実証的な史
論とは云えぬ様』である（下線―田渕）」１９）
「日本側、特に対仏印経済政策の立案にあ
たった企画院を中心として、仏印をまるで
日本の植民地のように化し、その資源を収
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奪しようと企図していたかどうかについて
は、別の議論が必要である。そのような視
点からの研究は、田渕幸親が行っている
が、序章第三節で述べたように（上の文
章のこと―田渕）、岩武照彦に批判されて
いる（下線―田渕）」２０）
　
以下、煩雑を避けるために、「日本の対インド
シナ『植民地』化プランとその実態」（『東南ア
ジア―歴史と文化―』第９号、１９８０年２月）を
第１論文とよび、「『大東亜共栄圏』とインドシ
ナ―食糧獲得のための戦略―」（『東南アジア―
歴史と文化―』第１０号、１９８１年６月）を第２論
文とよぶこととする。
立川氏のような戦争遂行という一点に絞って
の考察というのは、筆者の分析スタンスとはな
じまない。もっとも、戦争遂行というよりは
「戦争完遂」といったほうが立川氏の論点から
は正しいのだろうが、筆者にはそのような観点
の持ち合わせはない。また筆者の第１論文およ
び第２論文の分析対象が「日・仏経済交渉」と
している点は、はなはだしい読み違いである。
白石昌也論文「１９４０４１年インドシナをめぐる
日仏経済交渉―交渉に臨んでの日本側の意図
―」と筆者の第１論文との混同と思われる。さ
らに、岩武氏が年齢的にも地位・身分において
も日・仏経済交渉の中枢にいたとは思えない。
しかもあとでふれるように、立川氏は岩武氏か
らの聴き取りを、電話インタヴューという安直
な手法で行っている。「日・仏経済交渉に携
わった」ではなく、正確には「日・仏経済交渉
にかかわった」程度の人物の印象にもとづく発
言を鵜呑みにし、立論の論拠にしているという
研究態度には唖然とせざるをえない。これまで
筆者は、日・仏経済交渉を分析対象とはしてこ
なかった。日本によるインドシナ経済支配の実
態把握が筆者に課せられた課題であり、日・仏
経済交渉には興味をもつことはなかったのであ
る。岩武氏のコメントの鵜呑みがこうした誤っ
た理解を生みだしたと解される。岩武氏のコメ
ントは筆者の第１論文の明らかな誤読であり、
批判とはいえない。岩武氏とは東京大学永積研
究室で机を並べたこともあり、その生き方に共
鳴する部分もあるので、反論をひかえてきた
し、反論するに値するとも思っていなかった。
ちなみに岩武氏は筆者の第１論文についてその
ような判断を下されたが、それに応える意味で
岩武氏のコメントと同時掲載されている第２論
文に対してはその後何もコメントはされなかっ
た。コメントすることがなかったと推量できる
し、お分かりいただけたものと理解している。
うがった見方をすれば、すでに言い尽くしたと
お考えになったのかもしれない。いずれにせ
よ、筆者の論文に対して岩武氏がコメントした
のはこれだけであり、筆者の目にした限りで
は、彼の他の著作や文書には、筆者に対する批
判もしくは批評は出てこない。
筆者にとって不思議なことは、立川氏が筆者
の論文を一刀両断にしながらも、その後の理論
展開の過程において否定的に引用するならばと
もかくも、筆者の論文の一部を傍証としていく
つか用いている点である。たとえば、インドシ
ナ米総輸出量に占める対日輸出量の割合につい
て、筆者の第１論文からそのまま抜き出してい
る２１）。「観念が先行して、実証的な史論とは云
えぬ」ならば、自己の理論の証明のために筆者
の論文からいっさい引いてはならない。それが
研究者としての潔癖な研究態度であるといえ
る。ただ立川氏の指摘でもっとも困っているの
は、筆者の論文のどの部分が「観念的」であり、
実証に欠けているのか具体的に示していないこ
とである。ご指摘をまってお応えするしかな
い。
もう一点筆者にとって理解不能なことがあ
る。「日・仏印経済協定」にかんする記述で、
立川氏は、「このように交渉が日本の目標をほ
ぼ実現するような形で妥結を見たのは、北部仏
印にまで軍を進めていた日本のほうがフランス
よりはるかに有利な立場にあったからだけでは
ない。前章からくり返し述べているように、経
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済面においては、フランスも日本との協調を望
んでいたからなのである」２２） としながら、「割
当量を満たさなかったからといって、協定は何
の罰則も規定していない。仏印側は目敏かっ
た。仏印は、協定成立からひと月経たないうち
に、集荷不良を理由として米の六月分の供給量
（月量１０万トン）を減量するよう日本に申し入
れた。これに対して、日本が五万トンに半減す
ることを認めると、仏印は七月分と八月分につ
いても半減を申し入れてきたのである。これは
ほんの一例であり、以後、このような仏印側の
売り渋りは恒常化した」２３） とする。「日本との
協調を望んでいた」ということは、日本に米穀
を売りさばきたかったということであるのに、
「売り渋りが恒常化した」というのである。売り
渋りにより売り渡し価格の上昇が期待できるな
らばともかく、「米（白米）の価格に関しては、
フランス側が毎月決定するという案を主張した
が、日本側がそれでは価格の高騰を招くと反対
した。結局、日本側の意見が通って、一定価格
（トンあたり、一号米＝１２２ピアストル、二号米
＝１１７ピアストル）が設定された」２４） のであるか
ら、価格上昇は期待できない。にもかかわら
ず、売り渋りは、「仏印側は目敏かった」から
だし、売り渋りの結果「仏印はその日本を相手
にしたたかな商売を行い、着実に利益をあげて
いった」２５） という。よろこんで米穀を売ろうと
して、価格上昇の期待なしに売り渋り、その結
果利益があがったというむちゃくちゃな理論を
展開して平然としている立川氏の論理に、なに
か病的なにおいを嗅ぎとってしまうのは筆者だ
けだろうか。そのような論理の行き着く先が、
「同協定の成立を以て、日本が仏印を一方的に
収奪し得る体制が構築されたと結論づけるなら
ば、それは必ずしも正鵠を射た見方ではない」２６） 
と述べ、「日本側、特に仏印経済政策の立案にあ
たった企画院を中心として、仏印をまるで日本
の植民地のように化し、その資源を収奪しよう
と企画していたかどうかについては別の議論が
必要である。そのような視点からの研究は、田
渕幸親が行っているが、序章第三節で述べた
ように、岩武照彦に批判されている」２７） と注記
するという結末である。筆者は第２論文におい
て、インドシナ輸出機構の統制によって、日本
がインドシナを一方的に収奪しうる体制が構築
されたとしているのであって、協定成立は大枠
を決めたにすぎないと考えている。まして、企
画院・拓務省・農林省・外務省などの政府セク
ションの思惑の違いなどは考慮の対象とはして
いない。現実に生起した事柄のなかから共通項
を探りだし、ひとつの輪郭を描き出すことに全
力を傾注した。そのうえでなお残る疑問点とし
て、籾の出回り鈍化の原因が不明であることを
指摘しておいた。どうも立川氏は、ある色を
持って筆者の論文を読んでいるようである。色
眼鏡なしに筆者の論文を熟読されることを期待
する。そうすることで、不毛なイデオロギー論
争に堕することが回避できるのである。
また、インタビュー・アンケートという聴き
取り調査については、慎重に取り扱わなければ
ならない。「インタビュー、アンケートによる
資料蒐集は、方法論として異論もあるが、当事
者の生の証言として貴重であり、研究者の慎重
な評価によっては有効に使用しうる第一次資料
である」２８） とする明石氏の見解は肝に銘じてお
かなければならないことだろう。電話インタ
ビューという安直な方法に「研究者の慎重な評
価」は読みとれないし、岩武照彦氏の筆者論文
に対する評価（「田渕幸親氏論文『日本の対イ
ンドシナ「植民地」化プランとその実態』につ
いての若干のコメント」『東南アジア─歴史と文
化─』第１０号、１９８１）を鵜呑みにし、その評価
をもとにした論稿においてなされた立川氏の価
値決定論は傾聴に値しない。
聴き取りに関しては、筆者も試みようとした
ことがあるが、失敗している。それは、インド
シナ資源調査団の一員として、インドシナ資源
調査を遂行した故松田延一氏への接触である。
氏はほとんど何も語ってはくれなかった。しか
し、語らないという行為の背後にある「責任」
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を感知させるに充分な沈黙であった。語りすぎ
ることによる歴史の歪曲という現象を拒否した
態度には、関係者のひとりとしての「責任」の
重さがにじみでていた。
筆者の用いた「植民地」という語に対して岩
武氏が面白からざる反感を抱くのは納得しうる
が、若い研究者である立川氏がその内容の検証
をすることなく岩武氏の評価をそのまま継承し
たことは納得しがたい。インドシナの歴史理解
はあくまでもインドシナの人びとの理解の上に
立ってなされなくてはなるまい。日本支配期の
ことを「仏日二重支配」とよび、日本の支配を
「植民地支配」とよんでいるヴェトナムに、筆者
はまったく違和感を持ち合わせていない。むし
ろ当然の呼称と理解している。「植民地」という
ふうに「　」を付したのは、ヴェトナムではそ
う用いられているということを示したにすぎな
い。立川氏がヴェトナム語文献にあたっていな
いことが、また、筆者の論文の後段部分を読ん
でいないかもしくはいい加減に読んだことが、
誤った理解を生みだした原因と思われる。それ
らを検討した後で再度ご批判をいただきたいも
のである。
蛇足であるが、岩武氏コメントの最も重要な
部分を紹介すれば、
　
「大東亜共栄圏構想が政治的支配・従属関
係を含むものとすれば、それはまさに言を
変えた植民地の概念に入るものであるし、
冒頭（岩武氏コメントの冒頭という意―田
渕）の『南方経済施策要綱』も経済的支配
の具体的方法を述べたものと解される。然
るに上述の如く、仏印は閉鎖的植民地主義
を採って居り、経済的関係も一般的な通商
貿易の域に止まっていたから、まず日本に
必要な物資を優先的に供給せしめ、次で門
戸を開いて資源開発に協力せしめよう、と
いうのが、冒頭の要領およびである。
したがって植民地化プランなど事前にある
筈はなく、まず現地調査を行いその上で開
発プランを作成する段取りであった。然る
に本稿（岩武氏自身の論稿のことではなく、
『東南アジア―歴史と文化―』第９号掲載
の筆者論文のことのようである―田渕）で
は、まず植民地化プランの型を調査団の報
告書に見出し、次でその実態は国策会社的
商社にすぎぬ、と論断されている。どうも
観念が先行して、実証的な史論とは云えぬ
様である（下線―田渕）」２９）
　
ということである。岩武氏自身が認めているよ
うに、政治的支配・従属関係があれば、「植民
地」とよんでさしつかえない。「植民地政権の温
存」ということ自体が、支配・従属関係を前提
として可能となることを確認しておく必要があ
る。また、「門戸を開いて」ということの意味が
不明であるが、たんに閉鎖的経済体制が開放的
経済体制になるという程度のことであるなら
ば、門戸が開放されたばあい、貿易関係の活発
化だけで事足りる。なにもインドシナの地に軍
靴を響かせる必要はない。「まず日本に必要な
物資を優先的に供給せしめ、次で資源開発に協
力せしめよう」とする意図とその意図にもとづ
いた米穀収奪の実態を、筆者は「植民地化」と
よんでいるのである。フランスはインドシナの
開発を忌避していた。インドシナ資源の「開発」
は、その地を支配し領有するところから始ま
る。そしてその計画の方向が『南方経済施策要
綱』であり、それにのっとった調査が遂行され、
調査団によってインドシナ資源開発プランが策
定されたが、そのプランは実行に至らず、手軽
な方法でインドシナ米を調達していったとした
のが筆者の第１論文の論旨であった。
日本とインドシナとのあいだには歴然と支配
従属関係が存在したし、それなくして開発プラ
ンなど作成のしようがないのであるにかかわら
ず、あたかも支配隷属関係がなかったかのよう
に錯覚しようとするのは、関係者の自己弁護と
うしろめたさの表明であろう。立川氏の著作に
よれば、岩武氏は事柄を、「企画院にとって仏印
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は二義的な存在であり、本命は蘭印であった。
仏印に関しては、拓務省が積極的であった。拓
務省は満州での失点を取り返そうとしたのであ
る（岩武照彦氏への電話インタビュー、１９９７年
１１月２８日）」３０） と述べ、政府部内のセクショナリ
ズムに解消しようとしているようである。とも
かく、インドシナを植民地としたフランスでさ
えも大量の餓死者を発生させなかったことは日
本人として肝に銘じておかねばならぬことであ
る。この当時の日本の経済進出のことを「植民
地」ということばでしか表現しえないことのほ
うがむしろもどかしい。
筆者の論文に関しては上記の否定的なふたつ
の評価だけでなく、肯定的なあるいは激励的な
評価もある。白石昌也「第二次大戦期の日本の
インドシナ経済政策」（『東南アジア―歴史と文
化―』第１５号、１９８６年５月）、史学会編『日本
歴史学界の回顧と展望　１８　南・東南アジア』
（山川出版、１９８８、p. １５７.〈石沢良昭氏評〉p. １６６.
〈桜井由躬雄氏評〉）、早乙女勝元『ベトナム
“２００万”餓死の記録』（大月書店、１９９３）、三輪
宗弘『太平洋戦争と石油』（日本経済評論社、
２００４）がそれである。とりわけ白石論文では、
多くの箇所に筆者の論文を引いてくださってい
る。それぞれいちいちの箇所は示さないが、そ
うした評価もある旨記しておく。
Ⅲ　インドシナ経済支配の実像
１９４４年から１９４５年にかけて、ヴェトナムの北
部一帯でおおくの人びとが餓死した。当時その
地に君臨していたのは日本であった。日本は餓
死の惨状に対して粥を炊き出したりはしたよう
だが、チョロン河岸の「特別倉庫」から備蓄米
を放出するというような救済手段は講じていな
い。むしろ１９４５年３月の明号作戦（当時仏印処
理とよばれた日本軍によるフランス植民地政権
に対するクーデターのための作戦名称であり、
クーデター成功後、バオダイ Bao Dai 政権が誕
生する。満州国と同様の傀儡政権ができたので
ある。これが日本のインドシナ完全掌握のすが
たであった。したがってこのクーデターは、日
本のインドシナ支配という現状の最終的事実確
認作業であったといいうる）にみられるよう
に、インドシナの地からフランスを追い出し、
満州国のような傀儡政権を樹立することに心砕
いていた。
日本がインドシナ進出を敢行したのは１９４０年
９月であった。満州事変からわずか１０年の後の
ことである。そして、満州国樹立という「成功」
の余韻からまだ醒めやらぬ日本は、間接統治の
旨味を充分知っていたがゆえに、国土の荒廃や
軍事力の消耗を避けうるフランス「植民地政権
の温存」という一見手ぬるい方法で、インドシ
ナを支配した。支配の中間項においていたフラ
ンス植民地政権の存在が鼻につき始めるように
なると、日本は、満州国支配の経験を踏襲し、
支配の中間項にバオダイ政権をおく政策をとる
ことで「大東亜共栄圏」理念との整合性をはか
ろうとしたのであった。そうした政治的・軍事
的策略をめぐらしているときには、経済的事項
は後回しにされてしまう。まして「仏印の豊か
さ」を謳歌していた日本軍や在留邦人たちに、
飢餓の発生は予想だにしえないことであった。
いま手もとにこのときの飢餓の惨状を写した
写真（古田元夫編『写真記録東南アジア―歴
史・戦争・日本―５ベトナム・ラオス・カンボ
ジア』ほるぷ出版、１９９７、pp. ９７１１９.）を含む
当時のヴェトナムを忍ぶ写真集がある。死を待
つばかりにやせ衰えた人びとの姿を印画紙にそ
のまま保存したのはヴォー・アン・ニン Vo An 
Ninh 氏であった。早乙女勝元氏の執念で発見
されたこの写真は、餓死がたしかに存在したこ
とのゆるぎない証拠である。彼らにとって日本
の支配とは何であったのだろうか。彼らの眼に
日本人はどう映っていたのだろうか。日本が自
国内でのみ「大東亜共栄圏」だと騒いでいただ
けなら、このような惨状は発生しなかった。日
本がわざわざ他国に出かけていき彼らの食を
奪ったことがこの惨状を招来したことは明白で
ある。なぜ日本がインドシナの地まで出かけて
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いったのか、その地でどんな支配をしたのかと
いうことを明白にするのは日本の責務であると
いえよう。他人の食い物を奪うことほどあさま
しいことはない。筆者の研究が、日本の米穀収
奪の構造を明らかにすることができていれば、
そうした歴史的責任の一端を果たしえたことに
なる。
したがって、日本のインドシナ米確保のため
にめぐらされた戦略を手がかりとして、これま
で筆者が検討してきたこと、もしくは検証した
かったことは、わずかにつぎの３点にすぎな
い。
　①日本のインドシナ進出の動機
　②日本のインドシナ経済支配の具体像
　③日本の支配がインドシナ経済社会に与え
た打撃
まず、「日本のインドシナ進出の動機」である
が、これまでの研究では、当然のことのように、
「援蒋ルート遮断」のためと説明されてきた。
たしかに、当時参謀本部は各ルートの月額補給
量をつぎの表５のように推計していた。援蒋物
資輸送路としては、仏印ルートがもっとも大き
く、中国戦線に与える影響は甚大であると考え
られていた。したがって、分かりにくい表現で
はあるが、つぎのような記述になんらの躊躇も
ないのである。
　
「南寧攻略作戦は、漢口及び廣東の攻略を
もって一段落を画した支那戦線において、
援蒋補給路の遮断という事変解決の動機を
作為する目的で、行われた新作戦の一つで
あった。そしてそれは、あとに述べる北部
仏印進駐へと発展する必然性をはらんでい
たものであった」３１）
　
この文章からは、さまざまな作戦の中心につ
ねに「援蒋ルート遮断」がおかれており、なか
でもとりわけ大きな比重をもつ仏印ルートはど
うしても断たなければならなかったとの認識が
うかがえる。インドシナ進出のもっとも大きな
理由は「援蒋ルート遮断」のためであったとの
結論が、すんなりと納得されるのである。
表５にみられるように、これだけの物資補給
を担っている「仏印ルート」を断てば、中国戦
線になんらかの兆しがみえてくると期待して
も、いっこうにおかしくない状況ではあった。
日中戦争開始以来、援蒋物資問題に関して、日
本はフランスと再三交渉をおこなっているが、
補給量は増加する一方であった。にもかかわら
ず、１９４０年９月まで、日本はインドシナ進出に
踏み切ってはいない。軍事的理由からのインド
シナ進出であるならば、もう少し早くにインド
シナ進出を敢行してもいっこうに不合理ではな
い。ヴィシー政権誕生（１９４０年６月）という理
由は当然大きいが、それにしても、ドイツ軍の
ポーランド進撃（１９３９年９月）をもってはじま
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表５　援蒋ルート補給量
昭和15年６月欧州大戦勃発前ルート名
500t  （1.6％）200t  （1.4％）西北ルート
10,000t （31.7％）2,000t （13.6％）ビルマルート
15,000t （47.6％）12,500t （85.0％）仏印ルート
6,000t （19.0％）―中南支沿岸ルート
31,500t（100.0％）14,700t（100.0％）計
防衛庁防衛研修所戦史室『大本営陸軍部　大東亜戦争開戦経緯〈１〉』朝
雲新聞社、１９７３、p. ４５. より作成。
る第２次世界大戦開始から「パリ陥落」（１９４０
年６月）にいたるまでのあいだに、なぜ「援蒋
ルート」なかんずく「仏印ルート」を断たなかっ
たのかという疑問は残る。
１９４０年９月、日本がインドシナの地へと歩を
進めたのには、それなりの理由があった。これ
までの説明にみられるように「援蒋ルート遮断」
という明白な理由はあったが、それに匹敵する
くらいの大きさをもった理由も、また、存在し
たのである。それが「食糧獲得の動機」である。
「援蒋ルート遮断」という動機だけでは、フラン
ス「植民地政権の温存」という、「大東亜共栄
圏」理念に真っ向から反する政治体制を１９４５年
までとりつづけたことの説明は不可能である。
それをあえて試みようとすれば、親日的ヴィ
シー政権の誕生による、日・仏協力関係の構築
ということでしか説明できまい。そのような説
明では、ヴィシー政権誕生以前になぜ「援蒋
ルート」を断たなかったという問いには答える
ことはできまい。さらに「大東亜共栄圏」理念
のもとでは、日・仏協力関係など築けるはずも
ないことは、これまた自明のことであるから、
進出後の「フランス植民地政権の温存」という
事態を、別の切り口で考察する必要が生じる。
「援蒋ルート遮断」という動機以外に、もうすこ
し差し迫った理由はないのかというのがこの研
究の出発点であった。
１９３０年代末の日本国内における食糧事情の逼
迫という事態は、これまでのどの研究において
も問題とされてこなかった。国内食糧事情の逼
迫が「援蒋ルート遮断」という口実に正統性を
付与したと考えた方が明快な議論になる。１９３０
年になってやっと食糧の自給体制を確立した日
本にとって、１９３９年７月以降の朝鮮および西日
本地域での旱害と、台湾および北支での水害は
致命的であった。食糧の自給体制が１０年を経ず
して崩壊したのである。
第２点めの「日本のインドシナ経済支配の具
体像」についてであるが、全体像の提示にまで
はいたらなかったけれども、筆者の第１論文に
おいて、ある程度解明された。「インドシナ資
源調査団」の全容をとおして、日本のねらいや
意図が明らかにされたのである。「インドシナ
資源調査団」の調査が遂行されて以降、日本に
それまで希薄だったインドシナに関する情報が
蓄積されていくことになる３２）。東亜研究所・満
鉄調査部・民間の研究機関・大学・民間人など
が、フランス語文献の翻訳・インドシナ見聞録
の出版を手がけていく。そのことによって、イ
ンドシナを日本の支配地域とする認識やインド
シナへの関心は飛躍的に高まっていった。イン
ドシナ問題は新聞紙上を賑わせ、日本国内に異
様な空気と昂揚もしくは狂気を蔓延させた。異
様な空気と昂揚の効果は、丸山真男「超国家主
義の論理と心理」３３） で、みごとに分析されてい
る。ともかくそうした情報をもとに、日本商社
や民間日本人が大挙してインドシナに押し掛け
ていくこととなったのである。異様な空気と昂
揚の作用は、１９４２年インドシナのサイゴン（現
ホーチミン市）に、外務省・文部省が共管し、
南洋協会が運営する高専校「南洋学院」３４） を開
設するまでになったことで明白である。学生公
募の張り紙には「公費によって南方開発の指導
的人材を養成する」３５） とあった。このように、
インドシナ調査団や企画院の策定した支配計画
は実行には至らなかったけれども、それを契機
として、インドシナ経済支配のための布石は
着々と敷かれていったのである。
また、筆者の第２論文がインドシナ総督令を
手がかりとして、米穀の収奪機構をある程度解
明したことにより、これまで不明であったイン
ドシナ経済支配の概容が浮かび上がってきた。
それは、食糧収奪に関するかぎり、寄生的植民
地支配と名付けて当然の収奪機構であった。も
ともと米穀の流通は華僑によって掌握されてい
たのだが、インドシナの地に根を生やしていた
華僑勢力と競い合うためには、日本にとってフ
ランスの存在は必要だった。フランス植民地政
権を温存しておけば、残存させたフランス植民
地政権の手をとおして米穀の流通機構を強制的
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に掌握できる。フランス植民地政権という中間
項の存在は、フランス植民地政権が日本に従う
かぎり、手っ取り早く確実な資源獲得のために
好都合であったといえる。具体的には、１９４１年
７月５日、日本とインドシナとのあいだに適
応・実施された為替清算制度（日本国印度支那
間関税制度・貿易及其ノ決済様式ニ関スル日仏
協 定 Convention francojaponaise d’  tablissement 
et de navigation relative  l’Indochine fran  aise 
and Accord francojaponais relatif au r  gime doua-
nier, aux   changes commerciaux et  leur modalit  s 
de r  glement entre l’Indochine et le Japon）によっ
て、無制限な食糧資源の獲得が保障されたので
ある。そのしくみは図１のとおりである。詳し
い説明は第２論文を参照されたい。
第３点めの「日本の支配がインドシナ経済社
会に与えた打撃」であるが、これはもうだれの
眼にも明らかなように、「２００万人の餓死者」の
存在が明白に物語っている。「２００万人の餓死
者」というのは、日本人にとって他人ごとでは
ない。たとえこの２００万という数字が誇張され
たものであったとしても、餓死していった人び
とが多数存在したという事実は消し去ることは
できない。消し去り、忘れ去れない以上、徹底
的に、この事態を究明せざるをえまい。日本の
インドシナ支配は、結局のところ、大量の餓死
者を発生させただけだった。いかなる言辞を労
（弄）そうとも、この事実をくつがえすことはで
きない。
Ⅰで触れたように、ヴェトナム北部はもとも
と自給がやっとという米作地帯であった。その
ため、洪水等の要因で収穫量が落ちたばあい、
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Convention franco-japonaise d’  tablissement et de navigation relative  l’Indochine 
fran  aise and Accord franco-japonais relatif au r  gime douanier, aux  changes 
commerciaux et  leur modalit  s de r  glement entre l’Indochine et le Japon の第21条
および第22条より作成。
表６　コーチシナからトンキンへの米穀輸送量の推移（１９４０―１９４４）
記　事計鉄道輸送船舶輸送年
９月、インドシナ北部進出25,900―25,9001940
７月、インドシナ南部進出185,620―185,6201941
固定相場制移行126,67011,020115,6501942
特別円制度導入29,70015,90013,8001943
暮れより餓死者発生6,8302,1004,7301944
Andr  Gaudel, l’Indochine fran  aise en face du Japon, AMS Press, 1975, p. 230. より作成。
（単位：t）
一般勘定（丙勘定 compte C） 
（１年間の繰り延べ決済） 
一般勘定（甲勘定 compte A） 
　　　　（１年後） 
特別勘定（乙勘定 compte B） 
横浜正金銀行 インドシナ銀行 
日本製品の購入 
図１　為替清算制度のしくみ
南部からの米穀移送でまかなってきていた。日
本の支配はこの移送ルートを細くし、ついには
遮断してしまったのである。これまでのソンコ
イ川（紅河）氾濫による稲作被害への手当は南
部からの米穀の輸送でまかなっていた。しか
し、１９４４年秋の洪水にはなすすべもなかった。
どの程度輸送が減少したかは、表６のとおりで
ある。
この表で明白に看取されるように、南部から
北部への米穀の輸送量は極端に低下しており、
これが「２００万人の餓死者」を生み出す背景で
あったことが了解される。１９４２年から４３年にか
けての国内米穀輸送量激減の原因のひとつは日
本による米穀の収奪であるが、華僑の動向もひ
とつの要因であったかもしれない。ヴェトナム
在住華僑の抗日運動についての資料はないが、
籾出回りの鈍化はすでに１９４１年夏あたりからは
じまっている。華僑の動向の解明が急がれる。
そのことによって米穀流通機構の全容や日本の
米穀収奪方法の具体像がいっそう鮮明になって
いくであろう。
お わ り に
とかく現在は不要と思われる出版物であふれ
かえっている。かつてトーマス・ホッブスが、
「混乱を起こすのに必要な唯一の能力は、智慧
を含まぬ雄弁である」といったそうだが、それ
を避けるために、
　
「すべての基礎的な事柄を一つ一つ人間に
とっての必要という観点から検討するとい
う平凡な思考の作業をやるべきではなかろ
うか（中略）。基礎的な事柄の中にはもちろ
ん人間感覚その他の諸能力も入っている。
何事でも基礎的なものが根本なのであっ
て、それをすっとばして『根源を問う』だ
とか何だとか言ったとて、それは『智慧を
含まぬ雄弁』すなわち『騒ぎ』にしかなら
ない」３６）
　
ということを肝に銘じておこうと思う。もちろ
んここで筆者が「智慧を含まぬ雄弁」という語
で揶揄しているのは、岩武氏のコメントであ
り、立川氏の著作のことである。両氏のような
見解とは別に、ヴェトナム経済支配の解明のた
めには、物価問題、金融問題等、問題は山積し
ており、日本のヴェトナム経済支配の全体像を
描きだすにはまだほど遠い。
両氏に、グエン・カイン・トアン氏のことば
をささげたい３７）。
　
―ひとは自分自身を欺くことはできても、
歴史まで欺くことはできない―
注
１）本稿で取り扱う対象は，第二次大戦期のインド
シナである．当時ヴェトナム・ラオス・カンボジ
アは一括して，フランス領インドシナと呼ばれて
いた．日本では仏領印度支那，略して仏印と呼ば
れていた．本稿の対象とする地域はフランス領イ
ンドシナ全域ではなくヴェトナムに限定されてい
る．ただ地域呼称としてはインドシナを用いる場
合もあるが，できるだけヴェトナムを用いること
とする．また，ヴェトナムも，東京（トンキン），
安南（アンナン），交趾支那（コーチシナ）に分
けられ，柬埔寨（カンボジア），老 （ラオス）
を加えてインドシナと呼ばれていた．ヴェトナム
では，こうした植民地主義の響きをもつ語を排し
て，東京（トンキン）を北圻（backy）もしくは
北部（bacbo），安南（アンナン）を中圻（trung
ky）もしくは中部（trungbo），交趾支那（コー
チシナ）を南圻（namky）もしくは南部（nam
bo）と呼んでいる．フランス植民地下では，前二
者は保護領とされ，後者は直轄地とされ，分割統
治（divide and rule）されていた．詳しくは，眞
保潤一郎『ベトナム現代史─帝国主義下のインド
シナ研究序説─（増補版）』春秋杜，１９７７，p. １２. 
を参照されたい．
２）小林昇『帰還兵の散歩』未来社，１９８５，p. ６７.
３）小林昇『私のなかのヴェトナム』未来杜，１９６８，
p. １４１５.
４）小林昇『帰還兵の散歩』p. ７０.
５）小林昇『帰還兵の散歩』p. ７０.
６）古田元夫「ベトナム現代史における日本占領」
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倉沢愛子編『東南アジア史のなかの日本占領［新
装版］』早稲田大学出版部，２００１，p. ５１３.
７）Van Tao va Furuta Motoo, bien soan, Nam 
Doi Nam 1945 o Viet Nam : Nhung Chung Tich Lich 
Su（ヴェトナムにおける１９４５年飢饉―歴史的証拠
―）, Vien Su Hoc, Ha Noi，１９９５，tr. ６８６.
　　餓死問題に触れたものとしては，An Outline 
History of The Viet Nam Warkers'  Party（1930
1975）, Foreign Languages Publishing House, 
Ha noi, １９７６, p. ３６. がある．
　　また，チョロン河岸にあった日本の米穀貯蔵庫
に対する襲撃については，「農民はただに彼等の
籾を防衛しただけではなく，日本軍の米の貯蔵庫
を襲撃した」（逸見重雄『帝国主義と民族民主革
命』法政大学出版局，１９６５，p. １８.）という記述に
みられるように，公然の事実だった．同様の記述
は，Vu Chieu Ngu, Political and Scial Change in 
Viet Nam between 1940 and 1946, １９８４, p. ３９８. にも
ある．こうした襲撃の背景には，飢餓の事実が
あったのである．
　　さらに，『特定研究「文化摩擦」―インタヴュー
記録C．日本の南方関与２．土田節郎氏・柏木卓
司氏』（東京大学教養部国際関係論研究室，１９８０）
に若干の証言がある．訊き手は，いずれも早稲田
大学大学院アジア・太平洋研究科教授（長崎国際
大学非常勤講師）白石昌也氏である．
　土田節郎氏証言（１９７９年１２月２３日）
土田「日本が大空襲にあった頃の話です．あの時
はビンにいました．あの頃（１９４５年春）北ベトナ
ムは猛烈な食糧飢饉で，食糧がなく，ビンの町へ
行くと死体がゴロゴロしていた．町の傍の川では
死体がどんどん流れてくる．それも強い南方の太
陽にやられますもので，みな腹がふくれて真っ黒
でした．我々がフランス人から取上げた宿舎で，
メシ上げ，つまり食事をする時に我々新兵が炊き
上がった飯を運ぶのだが，この時，近くのベトナ
ム人が大勢集まってきて手を突っ込んで食う．護
衛を付けながら運ぶんですが，向うは必死なので
殺されそうになっても手みで食べるといった状
況でした．連中は皆，草を食っていましたが，あ
の辺は南とは違って作物の出来が悪く，とにかく
あの頃の飢饉は凄かった．」
白石「そうですね．北部デルタだけでなく，北部
安南も飢饉が激しかったときいています．」
土田「当時は，なんで人がこんなに死ぬのかわか
らなかったが，死屍累々といった感じでした．」
（pp. ２８２９.）
　柏木卓司氏証言（１９７９年７月１５日）
白石「旅行なさっている間に，爆撃があったとい
うようなことはなかったですか．」
柏木「ありませんでした．それと，例の２百万人
餓死事件てありましたね．ぼくもあれ，だいぶ調
べてみたんですけど，最近出てる本は，みなこれ
を肯定してるんですが，ぼくは２百万人も死んで
ないと思うんですけどね．」
白石「数に関してはかなりいろいろな説がありま
すね．」
柏木「ただ，人数はともかくとして，ハノイの町
が餓死体でぶあーっと，もう，累々としてね．ベ
トナム人の餓死して横たわっている死体を見たん
です．それは，ぼく見てますね．」
白石「それはハノイにいらしてすぐに？」
柏木「いいえ，明号作戦の直後です．」
白石「そうですか．それ以前は全然いなかったん
ですか．」
柏木「全然いなかったです．ですから，あの２百
万人という数字は別として，やっぱり何百万人と
いう人が餓死線上にあったことは確かでしょう
ね．特にハノイの町に，もうすっごい死体が横た
わってましたよ．それは，ぼく何とかして，いっ
ぺん活字にしたいと思っとるんですがね．なかな
かそのチャンスがないんですが．ただ小牧近江さ
んですか，あの人なんかも手紙をもらっています
が，それもまあ，日本軍だけの責任じゃないって
こと，いわゆる闇商人が，米を隠したということ
はね，殆ど，最近の本には出てませんわね．」
白石「はい．」
柏木「しかし，小牧さんはやっぱりそう書いてま
すね．日本軍が米を収奪したということが最大の
原因であるけど，その他にまあ，知らないことが
たくさんあるということでね．しかし，日本軍が
行ってなかったらあれだけの餓死者が出なかった
ことは確かです．戦争さえなければね．それは確
かですね．」
白石「はい．何か軍隊として，餓死者にそういう
飢饉に対して，手当てをしたとかいうことはあり
ませんか．」
柏木「いっさいないです．いっさいしておりませ
ん．それとね，そういう餓死ということを知って
いる人は案外少ないですよ．ですから２百万人と
いう人が死んでいるとは，ぼくらは思えないんで
すがね．あそこに何万人という日本人がおったん
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ですからね．北ベトナムに当時ね．」
白石「軍人さんを入れて．」
柏木「はい，軍人さんを入れてね，殆ど知りませ
んよ．ところがねあのハノイにおった日本人商店
の人は，一部知っておりますね．うん，やはり，
米を分けてあげたという人がおりますよ．」
（pp. ６８７０.）
土田氏の証言は明快であり餓死者の大量発生を証
拠づけるものである．柏木氏の証言は重要な内容
を含んでいる．「闇商人」の存在を示唆している．
闇商人に関しては資料がでてこない．おそらく華
僑を指しているものと思えるが，この時期の実態
は不明である．
８）Yves Henry, Economie agricole de l’Indochine, 
Hanoi, １９３２. 邦訳『仏領印度支那の農業経済上 』
東亜研究所，１９４１，p. ８８.
９）前掲 Economie agricole de l’Indochine, 邦訳『仏
領印度支那の農業経済上 』pp. ９１９２. なお，１モウ
は約 ０.３６ha である．
１０）Pierre Gourou, L’Utilisation du sol en Indochina, 
Paris, １９４０, p. ２７９.
１１）Ibid. p. ２３２.
１２）Ibid. p. ２３２.
１３）前掲 Economie agricole de l’Indochine, 邦訳『仏
領印度支那の農業経済上 』pp. ８９１２４.
１４）前掲 Economie agricole de l’Indochine, 邦訳『仏
領印度支那の農業経済上 』p. １２０. なお，中圻（ア
ンナン）では，地域差がはげしく平均的な数値を
示すことは無理であった．
１５）白石昌也・古田元夫「太平洋戦争期の日本の対
インドシナ政策―その二つの特異性をめぐって
―」アジア政経学会『アジア研究』第２３巻　第３
号，アジア政経学会，１９７６，p. ５．
１６）岩武照彦氏の批評に対しては，これまで応えて
こなかった．その理由は，本文に述べているとお
りである．他方，立川京一氏の批評に関しては，
最近の筆者自身の関心がグリーン・ツーリズムを
めぐっての思想史的分析に傾斜したため見逃して
おり，２００３年秋に知人から教えられて知った次第
である．急がねばと思いつつ，ここまで延びてし
まった．
１７）立川京一『第二次世界大戦とインドシナ─「日
仏協力」の研究─』彩流社，２０００，p. １１．
１８）藤田省三（飯田・宮村編）『藤田省三小論集　
戦後精神の経験Ⅰ』影書房，１９９６，p. ２４９．
１９）前掲『第二次世界大戦とインドシナ─「日仏協
力」の研究─』p. １８．
２０）前掲『第二次世界大戦とインドシナ─「日仏協
力」の研究─』p. ２８４．
２１）前掲『第二次世界大戦とインドシナ─「日仏協
力」の研究─』p. １９０．
２２）前掲『第二次世界大戦とインドシナ─「日仏協
力」の研究─』p. １１４．
２３）前掲『第二次世界大戦とインドシナ─「日仏協
力」の研究─』p. １１５．
２４）前掲『第二次世界大戦とインドシナ─「日仏協
力」の研究─』p. １０８．
２５）前掲『第二次世界大戦とインドシナ─「日仏協
力」の研究─』p. １１５．
２６）前掲『第二次世界大戦とインドシナ─「日仏協
力」の研究─』p. １１５．
２７）前掲『第二次世界大戦とインドシナ─「日仏協
力」の研究─』p. ２８４．
２８）明石陽至「書評・紹介　Nugloho Notosusan-
to, The Peta Army During the Japanese Occupation 
of Indonesia」『東南アジア―歴史と文化―』第９
号，１９８０，p. １３９．
２９）岩武照彦「田渕幸親氏論文『日本の対インドシ
ナ「植民地」化プランとその実態』についての若
干のコメント」『東南アジア─歴史と文化─』第
１０号，１９８１，p. １９１．
３０）前掲『第二次世界大戦とインドシナ─「日仏協
力」の研究─』p. ２７９．
３１）防衛庁防衛研修所戦史室『大本営陸軍部　大東
亜戦争開戦経緯〈１〉』朝雲新聞社，１９７３，p. ４５．
３２）白石昌也「第二次世界大戦期の日本の対インド
シナ経済政策」『東南アジア―歴史と文化―』第
１５号，１９８６，pp. ２８６２．
３３）丸山真男『増補版　現代政治の思想と行動』未
来社，１９７２，pp. １１２８．
３４）亀山哲三『南洋学院―戦時下ベトナムに作られ
た外地校―』芙蓉書房出版，１９９６，に詳しい．
３５）前掲『南洋学院―戦時下ベトナムに作られた外
地校―』p. １０．
３６）前掲『藤田省三小論集　戦後精神の経験Ⅰ』p. 
２４２．
３７）Nguyen Khanh Toan, Ve nguyen nhan phat 
sinh Cuoc Chien Tranh The Gioi Thu Hai （第二
次世界大戦勃発要因について）, NGHIEN CUU 
LICH SU（歴史研究）, so １８９, Ha Noi, １９７９, tr.６.
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